
国立大学法人岐阜大学（法人番号 5200005002181）の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

理事

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

  ②  平成27年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び平成27年度における改定内容

岐阜大学の主要事業は教育・研究事業である。役員報酬水準を検討するにあたって，
他の国立大学法人，国家公務員，類似事業を実施している民間法人や独立行政法人等
のほか，国・地方公共団体が運営する教育・研究機関のうち，職員数（当該法人約2,000
人）や教育・研究事業で比較的同等と認められる，以下の法人等を参考とした。
（１） 国立大学法人三重大学・・・当該法人は，同じ国立大学法人として教育・研究事業
を実施している（職員数約2,000人）。公表資料によれば，平成26年度の長の年間報酬額
は1,815万円であり，公表対象年度の役員報酬規程に記載された本給額等を勘案する
と，1,779万円と推定される。同様の考えにより，理事については1,399万円，監事につい
ては1,099万円と推定される。

（２） 事務次官年間報酬額・・・2,249万円

岐阜大学が定める役員に支給する期末特別手当の額は，文部科学省国立大学法人
評価委員会が行う業績評価の結果を勘案するとともに，その者の職務実績に応じ，経営
協議会の議を経て，その額の100分の10の範囲内でこれを増額し，又は減額することが
できることとしている。

学長の役員報酬支給基準は，報酬月額及び期末特別手当から構成さ
れている。報酬月額については，役員給与規則に則り，本給に諸手当
を加算して算出している。期末特別手当についても，役員給与規則に
則り，期末手当基準額（（本給＋地域手当＋広域異動手当）＋（（本給
＋地域手当＋広域異動手当）×100分の20）＋（本給×100分の25））に
6月に支給する場合においては100分の147.5，12月に支給する場合に
おいては100分の167.5を乗じ，さらに基準日以前6箇月以内の期間にお
けるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。

なお，平成27年度では，人事院勧告を参考にして①地域手当支給割
合の引上げ（岐阜市3%→5%）②期末特別手当支給率の引上げ（年間
0.05月分）を実施した。

理事の役員報酬支給基準は，報酬月額及び期末特別手当から構成
されている。報酬月額については，役員給与規則に則り，本給に諸手当
を加算して算出している。期末特別手当についても，役員給与規則に
則り，期末手当基準額（（本給＋地域手当＋広域異動手当）＋（（本給
＋地域手当＋広域異動手当）×100分の20）＋（本給×100分の25））に
6月に支給する場合においては100分の147.5，12月に支給する場合に
おいては100分の167.5を乗じ，さらに基準日以前6箇月以内の期間に
おけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。

なお，平成27年度では，人事院勧告を参考にして①地域手当支給
割合の引上げ（岐阜市3%→5%）②期末特別手当支給率の引上げ
（年間0.05月分）を実施した。
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理事（非常勤）

監事

監事（非常勤）

２　役員の報酬等の支給状況
平成２７年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

18,311 12,660 5,018 633 （地域手当）
千円 千円 千円 千円

14,499 10,008 3,966
24

500
（通勤手当）
（地域手当）

千円 千円 千円 千円

14,563 10,008 3,966
85

500
（通勤手当）
（地域手当）

千円 千円 千円 千円

14,475 10,008 3,966
500 （地域手当）

千円 千円 千円 千円

12,061 7,764 3,189
312
50

745

（単身赴任手当）

（通勤手当）
（地域手当）

◇

千円 千円 千円 千円

14,525 10,008 3,966
50

500
（通勤手当）
（地域手当）

千円 千円 千円 千円

11,314 7,764 3,077
85

388
（通勤手当）
（地域手当）

千円 千円 千円 千円

2,048 2,048 0 0 （　　　　） 3月31日

注1：総額，各内訳について千円未満切り捨てのため，総額と各内訳の合計額は必ずしも一致しない。

注2：「前職」欄の「◇」は，役員出向者であることを示す。

注3：「地域手当」とは、民間の賃金、物価及び生計費が特に高い地域に在勤する役員に支給して

　　　いるものである。

その他（内容）
役名

A監事

Ｂ監事
（非常勤）

Ｃ理事

Ｄ理事

Ｅ理事

法人の長

A理事

B理事

前職
就任・退任の状況

理事（非常勤）の役員報酬支給基準は，役員給与規則に則り，報酬
月額又は日額から構成されている。

監事の役員報酬支給基準は，報酬月額及び期末特別手当から

構成されている。報酬月額については，役員給与規則に則り，本給

に諸手当を加算して算出している。期末特別手当についても，役

員給与規則に則り，期末手当基準額（（本給＋地域手当＋広域異

動手当）＋（（本給＋地域手当＋広域異動手当）×100分の20）＋

（本給×100分の25））に6月に支給する場合においては100分の

147.5，12月に支給する場合においては100分の167.5を乗じ，さら

に基準日以前6箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じ

た割合を乗じて得た額としている。
なお，平成27年度では，人事院勧告を参考にして①地域手当支

給割合の引上げ（岐阜市3%→5%）②期末特別手当支給率の引上
げ（年間0.05月分）を実施した。

監事（非常勤）の役員報酬支給基準は，役員給与規則に則り，報
酬月額又は日額から構成されている。
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３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】
　法人の長

　理事

　理事（非常勤）

岐阜大学は，本学の理念である「学び，究め，貢献する」に基づき，
教育研究の質のさらなる高度化を図り，国内外の多様な分野において
指導的役割を果たす人材を育成することを使命としており，将来構想
1）高度な専門職業人の養成，2）生命科学と環境科学分野の成果を社
会に還元，3）地域貢献，4）大学の国際化を基盤として質の高い教育
を行うため他大学との連携強化，環境科学や生命科学系をはじめとす
る特色ある研究拠点の設置，全学的な取り組みを推進する組織の設
置，研究留学生の受け入れを厳格な評価・選抜の下で推進することに
よる人材育成を通じての国際貢献への寄与等を学長のリーダーシップ
の下で推進している。

そうした中で，岐阜大学の学長は，職員数約2,000名の法人の代表と
して，その業務を総理するとともに，校務を司り，所属職員を統督して，
経営責任者と教学責任者の職務を同時に担っている。

学長の年間報酬額は，人数規模が同規模である民間企業の役員報
酬3,159万円と比較した場合でもそれ以下であり，また，事務次官の年
間給与額2,249万円と比べてもそれ以下となっている。

岐阜大学では，学長の報酬月額を法人化移行前の国家公務員指定
職俸給表の俸給月額を踏まえて決定しているが，学長の職責は法人
化後さらに増しており，年間報酬額については，これまでの各年度に
おける業績評価の結果を勘案したものとしている。

また，他の医学系学部を持つ中規模総合大学の長の報酬水準と同
水準となっている。

こうした職務内容の特性や他の医学系学部を持つ中規模総合大学
との比較を踏まえると，報酬水準は妥当であると考える。

岐阜大学の理事は，学長を補佐して国立大学法人の業務を掌理す
る職務を担っている。

理事の年間報酬額は，人数規模が同規模である民間企業の役員報
酬 3,159万円と比べてもそれ以下となっている。

岐阜大学では，理事の報酬月額を法人化移行前の国家公務員指定
職俸給表の俸給月額を踏まえて決定しており，これまでの各年度にお
ける業績評価の結果を勘案したものとしている。

また，他の医学系学部を持つ中規模総合大学の理事の報酬水準と
同水準となっている。

こうした職務内容の特性や他の医学系学部を持つ中規模総合大学
との比較を踏まえると，報酬水準は妥当であると考える。

該当者なし
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　監事

　監事（非常勤）

【文部科学大臣の検証結果】

岐阜大学の監事は，国立大学法人の業務を監査する職務を担っている。
監事の年間報酬額は，人数規模が同規模である民間企業の役員報酬

3,159万円と比べてもそれ以下となっている。
岐阜大学では，監事の報酬月額を法人化移行前の国家公務員指定職俸

給表の俸給月額を踏まえて決定しており，これまでの各年度における業績
評価の結果を勘案したものとしている。

また，他の医学系学部を持つ中規模総合大学の監事の報酬水準と同水準
となっている。

こうした職務内容の特性や他の医学系学部を持つ中規模総合大学との比
較を踏まえると，報酬水準は妥当であると考える。

岐阜大学の監事（非常勤）は，国立大学法人の業務を監査する職務を
担っている。

監事（非常勤）の年間報酬額は，人数規模が同規模である民間企業の
役員報酬 3,159万円から勘案してもそれ以下となっている。

岐阜大学では，監事（非常勤）の報酬日額を法人化移行前の国家公務
員指定職俸給表の俸給月額を踏まえて決定しており，これまでの各年度
における業績評価の結果を勘案したものとしている。

また，他の医学系学部を持つ中規模総合大学の監事（非常勤）の報酬
水準と同水準となっている。

こうした職務内容の特性や他の医学系学部を持つ中規模総合大学との
比較を踏まえると，報酬水準は妥当であると考える。

職務内容の特性や国家公務員指定職適用官職、他の同規模の国立
大学法人、民間企業等との比較などを考慮すると、役員の報酬水準は
妥当であると考えられる。
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４　役員の退職手当の支給状況（平成27年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

５　退職手当の水準の妥当性について
【文部科学大臣の判断理由等】

区分

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

該当者なし

該当者なし

監事

法人の長

理事

監事
（非常勤）

法人での在職期間

監事
（非常勤）

判断理由

該当者なし

該当者なし

監事

法人の長

理事

本学が定める役員に支給する期末特別手当の額は，文部科学省国立大学法人評
価委員会が行う業績評価の結果を勘案するとともに，その者の職務実績に応じ，経
営協議会の議を経て，その額の100分の10の範囲内でこれを増額し，又は減額する
ことができることとしており，今後も継続していく方針である。
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Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容及び平成27年度における主な改定内容

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

岐阜大学職員の給与水準を検討するにあたって，他の国立大学法人等，国家公

務員のほか，平成27年職種別民間給与実態調査によるデータのうち，企業規模別
（本学約2,000人）・職種別平均支給額を参考にした。
（１）国立大学法人三重大学・・・当該法人は，医学系学部を持つ中規模総合大学と
して類似する国立大学法人であり，法人規模についても同等（職員数約2,000人）と
なっている。
（２）国家公務員・・・平成27年度において，国家公務員のうち行政職俸給表（一）の
平均給与月額は408,996円となっており，全職員の平均給与月額は416,455円となっ
ている。
（３）職種別民間給与実態調査において，本学と同等の規模や職種の大学卒の4月
の平均支給額は事務員で198,950円となっている。

なお，中期目標期間中の予算の年度展開を参考に，教育・研究活動及び大学運
営に係る人材の有効活用を推進するため，本学が決定した当初予算の範囲内で最
も効率的に運用できるよう人件費管理を行う。

本学の定める人事評価の結果を基礎資料とし，職員が職務を通じて発揮している

能力（職務遂行能力）によって任用及び給与（昇格，昇給，勤勉手当）等の処遇へ反
映させている。

職員給与規則に則り，本給及び諸手当（扶養手当，管理職手当，地域手当，

広域異動手当，住居手当，通勤手当，単身赴任手当，学位論文審査手当，入

試業務担当手当，教員免許状更新講習業務担当手当，特殊勤務手当，特地勤

務手当，超過勤務手当，休日給，夜勤手当，宿日直手当，待機手当，夜間診療

当番手当，管理職員特別勤務手当，初任給調整手当，義務教育等教員特別手

当，教職調整額，期末手当，勤勉手当及び寒冷地手当）としている。
期末手当については，期末手当基準額（本給の月額＋扶養手当＋地域手当

＋役職段階別加算額＋管理職加算額）に6月に支給する場合においては100分
の122.5，12月に支給する場合においては100分の137.5を乗じ，さらに基準日以
前6箇月以下の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額と
している。

勤勉手当については，勤勉手当基本額（本給の月額＋地域手当＋役職段階
別加算額＋管理職加算額）に基準日以前6箇月以内の期間におけるその者の
勤務成績及び在職期間に応じて割合を乗じて得た額としている。

なお，給与法に定める職種に応じた俸給表を参考とし，毎年の人事院勧告を
基本として，給与水準を決定している。

また，平成27年度では，①全本給表のベースアップ（平均0.4％引上げ）②地域
手当支給割合の引上げ（岐阜市3%→5%）③初任給調整手当額の引上げ④勤勉
手当支給割合の引上げ（年間0.1月分）を実施した。
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２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

1404 42.0 6,551 4,833 84 1,718
人 歳 千円 千円 千円 千円

275 41.2 5,488 4,083 102 1,405
人 歳 千円 千円 千円 千円

586 48.9 8,632 6,315 93 2,317
人 歳 千円 千円 千円 千円

389 34.4 4,747 3,534 54 1,213
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 55.8 5,561 4,146 120 1,415
人 歳 千円 千円 千円 千円

29 35.4 6,056 4,561 103 1,495
人 歳 千円 千円 千円 千円

121 35.5 4,849 3,634 95 1,215
人 歳 千円 千円 千円 千円

1

人 歳 千円 千円 千円 千円

83 34.2 3,923 3,742 48 181
人 歳 千円 千円 千円 千円

9 43.7 3,238 2,424 102 814
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 35.5 3,626 2,688 65 938
人 歳 千円 千円 千円 千円

66 32.3 4,038 4,038 39 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

1
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 40.2 3,280 2,438 36 842
人 歳 千円 千円 千円 千円

1

注1：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。
注2：常勤職員のうち「医療職種（病院医師）」については，該当者がいないため欄を省略した。
注3：常勤職員のうち「その他医療職種（看護師）」については，該当者が2人以下のため，当該個人に関する情報が
　　　特定されるおそれのあることから，人数以外は記載していない。
注4：非常勤職員のうち「医療職種（病院看護師）」及び「医療職種（病院医療技術職員）」については，該当者が2人以
　　　下のため，当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから，人数以外は記載していない。
注5： 「技能・労務職種」とは，実験助手，調理師等をいう。
注6：在外職員，任期付職員及び再任用職員の区分については，該当者がいないため表を省略した。

医療職種
（病院医療技術職員）

非常勤職員

事務・技術

教育職種
（大学教員）

医療職種
（病院看護師）

技能・労務職種

区分

その他医療職種
（看護師）

うち賞与総額

医療職種
（病院医師）

人員

医療職種
（病院看護師）

事務・技術

教育職種
（大学教員）

技能・労務職種

医療職種
（病院医療技術職員）

うち所定内平均年齢
平成27年度の年間給与額（平均）

常勤職員

教育職種
(附属義務教育学校教員)
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[年俸制適用者]
人 歳 千円 千円 千円 千円

14 60.5 11,874 11,874 118 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

14 60.5 11,874 11,874 118 0

[年俸制適用者]
人 歳 千円 千円 千円 千円

64 44.3 6,045 6,045 108 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

12 34.8 3,221 3,221 124 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

8 37.9 5,635 5,635 140 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

36 49.6 6,478 6,478 95 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

8 41.4 8,744 8,744 106 0

[年俸制適用者]
人 歳 千円 千円 千円 千円

2
人 歳 千円 千円 千円 千円

2

注1：非常勤職員の「特定研究支援者」については，該当者が２人以下のため，当該個人に関する情報が特定される
　　　おそれのあることから，人数以外は記載していない。
注2：常勤職員，在外職員及び再任用職員の区分については，該当者がいないため表を省略した。
注3：「特任教員」とは，本学の運営上特に必要な授業，教育指導，研究，就職指導，入学試験，国際交流，地域連
　　　携等に携わることにより，本学の教育，研究等の一層の充実及び活性化に資することを目的として，雇用される
　　　者をいう。
注4：「特定研究支援者」とは，特定研究プロジェクトを推進するため，当該事業年度を超えない範囲で雇用される
　　　修士の学位を有する者をいう。

常勤職員

年俸制移行職員

年俸制移行職員

特定研究支援者

非常勤職員

任期付職員

事務・技術

教育職種
（大学教員）

特任教員
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②

注：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師）)
〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。以下、④まで同じ。〕
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③

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

代表的職位

部長 4 57.0 8,720

課長 24 54.8 7,907

課長補佐 34 51.9 6,633

係長 104 44.0 5,616

主任 44 35.4 4,576

係員 65 29.3 3,780

注：「課長」には，課長相当職である「事務長」及び「事務主幹」を含み，「課長補佐」には

　　「事務長補佐」を含み，　「係長」には「専門職員」を含む。

（教育職員（大学教員））

平均
人 歳 千円

代表的職位

教授 226 55.8 9,940

准教授 200 46.5 8,195

講師 30 45.8 7,879

助教 128 41.0 6,803

助手 2

注：助手の該当者は2人のため，当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから，

　　　平均年齢及び年間給与額は表示していない。

（医療職員（病院看護師））

平均
人 歳 千円

代表的職位

看護部長 1

副看護部長 4 55.8 7,096

看護師長 24 49.9 6,621

副看護師長 45 45.2 5,803

看護師 315 31.4 4,344

注：看護部長の該当者は1人のため，当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから，

　　平均年齢及び年間給与額は表示していない。

9,129 ～ 6,790

8,709 ～ 4,969

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

（最高～最低）

9,446 ～ 8,124

9,130 ～ 6,476

7,259 ～ 5,650

6,791 ～ 4,467

6,107 ～ 3,775

6,735 ～ 2,848

千円

平均年齢
年間給与額

（最高～最低）
千円

13,525 ～ 7,792

10,012 ～ 6,213

分布状況を示すグループ

千円

人員

人員

7,364 ～ 6,971 

7,035 ～ 6,200 

平均年齢

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師））

（最高～最低）

年間給与額

分布状況を示すグループ

6,503 ～ 4,670 

6,328 ～ 3,249 
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④

（事務・技術職員）

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

61.3 61.1 61.2

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

38.7 38.9 38.8

％ ％ ％

         最高～最低 47.3～35.4 49.9～35.8 48.7～35.6

％ ％ ％

62.2 61.7 61.9

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

37.8 38.3 38.1

％ ％ ％

         最高～最低 43.2～34.5 43.5～34.8 43.4～34.7

（教育職員（大学教員））

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

60.5 60.5 60.5

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

39.5 39.5 39.5

％ ％ ％

         最高～最低 52.6～35.7 48.8～35.9 50.6～36.0

％ ％ ％

62.3 62.0 62.2

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

37.7 38.0 37.8

％ ％ ％

         最高～最低 47.3～34.4 46.5～34.4 46.9～34.5

（医療職員（病院看護師））

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

％ ％ ％

         最高～最低

％ ％ ％

61.5 61.1 61.3

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

38.5 38.9 38.7

％ ％ ％

         最高～最低 43.2～34.8 43.5～35.2 43.4～35.2

注：医療職員（病院看護師）における管理職員は1名のため，当該個人に

　　関する情報が特定されるおそれのあることから記載していない。

一律支給分（期末相当）

一般
職員

賞与（平成27年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員
（病院看護師））

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）
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３　給与水準の妥当性の検証等

○事務・技術職員

・年齢勘案　　　　　　　　　　　　87.0
・年齢・地域勘案 92.8
・年齢・学歴勘案 87.1
・年齢・地域・学歴勘案 93.0
（参考）対他法人 98.3

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　31.7％】
　（国からの財政支出額　12,156百万円，支出予算の総額　38,237百万円：
平成27年度予算）

【累積欠損額　０円（平成26年度決算）】

【検証結果】

○医療職員（病院看護師）

・年齢勘案　　　　　　　　　　　　100.4
・年齢・地域勘案 98.0
・年齢・学歴勘案 100.3
・年齢・地域・学歴勘案 101.0
（参考）対他法人 99.7

　

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　31.7％】
　（国からの財政支出額　12,156百万円，支出予算の総額　38,237百万円：
平成27年度予算）

【累積欠損額　０円（平成26年度決算）】

【検証結果】

　引き続き適正な給与水準の維持に努めていきたい。

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

　引き続き適正な給与水準の維持に努めていきたい。

対国家公務員
指数の状況

（法人の検証結果）
　支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合は 31.7%である。また，
事務・技術職員の対国家公務員指数は100以下であり，他の医学系学部を
持つ中規模総合大学との比較を踏まえると，給与水準は妥当であると考え
る。

（文部科学大臣の検証結果）
　給与水準の比較指標では国家公務員の水準未満となっていること等から
給与水準は適正であると考える。引き続き適正な給与水準の維持に努めて
いただきたい。

内容

項目

　給与水準の妥当性の
　検証 （法人の検証結果）

　支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合は 31.7%である。また，
上記理由から，給与水準は妥当であると考える。

（文部科学大臣の検証結果）
　地域差を是正した給与水準の比較指標では国家公務員の水準未満と
なっていること等から給与水準は適正であると考える。引き続き適正な給与
水準の維持に努めていただきたい。

講ずる措置

講ずる措置

内容

対国家公務員
指数の状況

項目

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

　国家公務員（医療職俸給表（三）適用者）の構成割合（「平成27年国家公
務員給与実態調査」より）に比べ，本学は「大学卒業以上（最終学歴）」が
51.4%（国は4.5%）と高く，また「１級適用者（准看護師）」が在籍していない
（国は8.4%）ことが主な要因と考えられる。

　給与水準の妥当性の
　検証
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○教育職員（大学教員）と国家公務員との給与水準の比較指標　　　９５．１

（注）上記比較指標は，法人化前の国の教育職（一）と行政職（一）の年収比率を基礎に，平成27年度の

　　　教育職員（大学教員）と国の行政職（一）の年収比率を比較して算出した指数である。

４　モデル給与

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

＜事務・技術職員＞
○ ２２歳（大卒初任給，独身）

月額 176,700円 年間給与 2,627,000円

○ ３５歳（本部主任，配偶者・子１人）
月額 295,000円 年間給与 4,809,000円

○ ４５歳（本部係長，配偶者・子２人）

月額 373,000円 年間給与 6,053,000円
＜教育職員＞

○ ２７歳（博士修了初任給，独身）
月額 300,000円 年間給与 4,451,000円

○ ３５歳（助教，配偶者・子１人）

月額 355,000円 年間給与 5,774,000円
○ ４５歳（准教授，配偶者・子２人）

月額 472,500円 年間給与 7,779,000円

本学の定める人事評価の結果を基礎資料とし，職員が職務を通じて
発揮している能力（職務遂行能力）によって任用及び給与（昇格，昇
給，勤勉手当）等の処遇へ反映させており，今後も継続していく方針
である。

なお，平成19年度までは教育職員（大学教員）と国家公務員（平成15年度の教育職（一））
との給与水準（年額）の比較指標である。
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Ⅲ　総人件費について

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

千円 千円 千円 千円 千円 千円

(A)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｃ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(D)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

注2：「給与、報酬等支給総額」及び「退職手当支給額」においては，承継職員等に係る支給額を示しているが，賞

　　　与及び退職給付の引当金を含んでいないため，財務諸表附属明細書の「１８役員及び教職員の給与の明細」

　　　における承継職員等に係る支給額と一致しない。

注3：「非常勤役職員等給与」においては，寄附金，受託研究費その他競争的資金等により雇用される職員に係る

　　　費用及び人材派遣契約に係る費用等を含んでいるため，財務諸表附属明細書の「１８役員及び教職員の給与

　　　の明細」における非常勤の支給額と一致しない。

注4：「退職手当支給額」欄は，国の常勤職員に相当する，法人の常勤職員に係る退職手当支給額を計上している。

総人件費について参考となる事項

Ⅳ　その他

特になし

18,755,059 19,099,605

福利厚生費

注1：中期目標期間の開始年度分から当年度分までを記載する。

991,215

5,370,187

978,000

2,189,978

最広義人件費
17,461,740

5,213,992

1,722,123 1,839,220 1,873,172 1,975,686 2,105,157

非常勤役職員等給与
3,976,037 4,291,531 4,589,299 4,902,618

17,724,382 17,706,63017,616,120

退職手当支給額
1,240,928 1,015,575 1,185,534 925,773

10,076,377 9,902,553 10,457,910 10,548,225

区　　分

給与、報酬等支給総額
10,522,652 10,469,794

①「給与、報酬等支給総額」が対前年度比で0.9%増加した要因は，在職者数が昨年度より減少し
たものの，平成27年1月から教育職員（大学教員）のうち一部の者について年俸制を導入し，年俸
制適用者の給与には退職手当相当分も含まれること及び給与法を基本として給与改定を行った
ことが主な要因である。

「最広義人件費」が対前年度比で1.8%増加した要因は，上記の要因に加え，法定福利費が増加
したことが主な要因である。
②「国家公務員の退職手当の支給水準引下げ等について」（平成24年8月7日閣議決定）に基づ
き，平成25年1月から以下の措置を講ずることとした。

・役職員の退職手当について，支給水準の引下げを実施した。
役員に関する講じた措置の概要：調整率を適用し段階的に引き下げる

平成25年1月1日～ 98/100
平成25年10月1日～ 92/100
平成26年7月1日～ 87/100

職員に関する講じた措置の概要：調整率を全ての退職者に適用し段階的に引き下げる
平成25年1月1日～ 98/100
平成25年10月1日～ 92/100
平成26年7月1日～ 87/100
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